
入 札 公 告

下記のとおり一般競争入札に付します。

平成３０年９月３日

国土交通省共済組合本部長 森 昌文

１．競争入札に付する事項

(1) 契約件名 国土交通省共済組合における特定保健指導業務委託（単価

契約）

(2) 業務内容 仕様書のとおり

(3) 期 間 自 契約締結日の翌日

至 平成３２年３月３１日

(4) 納入場所 仕様書のとおり

(5) 入札方法

① 入札金額は、上記契約件名の入札書に示す予定数量に個々の単価を乗

じた概算総価を記載すること。

② 落札者の決定に当たっては、入札書に記載された①の総価金額に１０

０分の８に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があ

るときは、その端数金額を切り捨てた金額とする。）をもって落札価格

とするので、入札者は消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか

免税事業者であるかを問わず、見積もった契約金額の１０８分の１００

に相当する金額を入札書に記載すること。

２．競争参加資格

(1) 予算決算及び会計令第７０条及び第７１条の規定に該当しない者であ

ること。

(2) 平成２８・２９・３０年度国土交通省競争参加資格（全省庁統一資格）

「役務の提供等」で「Ａ」、「Ｂ」、「Ｃ」又は「Ｄ」の等級に格付けされ

た関東・甲信越地域の競争参加資格を有する者であること。

(3) 会社更生法に基づき更生手続き開始の申立てがなされている者又は民

事再生法に基づき再生手続き開始の申立てがなされている者でないこと。

(4) 入札参加申請書等提出期限から開札までの期間に、国土交通省から指

名停止措置を講じられていない者であること。

(5) 警察当局から、暴力団又は暴力団員が実質的に経営を支配する者又は



これに準ずるものとして、国発注業務等からの排除要請があり、当該状

態が継続している者でないこと。

(6) ＩＳＭＳ（情報セキュリティ管理システム）認証、ＩＳＯ／ＩＥＣ２

７００１又は一般財団法人日本情報経済社会推進協会により認定された

プライバシーマークを取得していること。

(7) 平成２５年度以降、共済組合又は健康保険組合における特定保健指導

の受託実績（再委託による受託を含む。）があること。

(8) 入札説明書の交付を受けた者であること。

３．契約条項等を示す場所及び問合せ先

〒100－8918 東京都千代田区霞が関２丁目１番３号

中央合同庁舎第２号館１６階

国土交通省共済組合本部（国土交通省大臣官房福利厚生課施設係）

電話 03-5253-8111 内線:22-183、22-184

４．入札説明書の交付場所及び交付期間

(1) 交付場所 上記３．の場所において交付する

(2) 交付期間 平成３０年９月３日（月）～平成３０年９月１３日（木）

１０時００分～１２時００分及び１３時００分～１７時０

０分（閉庁日を除く。）

５．入札参加申請書等提出期限

平成３０年９月１３日（木）１７時００分

６．入札書提出期限

平成３０年９月２５日（火）１３時３０分

７．開札日時及び場所

(1) 開札日時 平成３０年９月２５日（火）１４時００分

(2) 開札場所 〒100－8918 東京都千代田区霞が関２丁目１番３号

中央合同庁舎第２号館１６階

国土交通省共済組合本部

（国土交通省大臣官房福利厚生課会議室）

競争参加者は、提出した入札書の引換え、変更又は取消し

をすることができない。



８．入札保証金及び契約保証金

全額免除

９．その他

(1) 落札者の決定方法

国家公務員共済組合法施行規則第２６条の規定に基づいて作成された

予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行った者を落

札者とする。

ただし、落札者となるべき者の入札価格によっては、その者により当

該契約の内容に適合した履行がされないおそれがあると認められるとき、

又はその者と契約を締結することが公正な取引の秩序を乱すこととなる

おそれがあって著しく不適当であると認められるとき、また、落札者と

なるべき者の当該業務に係る各項目の単価が予定価格の各単価と極端に

差がある場合は、予定価格の制限の範囲内の価格をもって入札した他の

者のうち最低価格をもって入札した者を落札者とすることがある。

(2) 入札の無効

本公告に示した競争参加資格を有しない者のした入札及び入札に関す

る条件に違反した入札は無効とする。

(3) 契約書作成の要否

要

(4) 詳細は入札説明書による。


